
 
Functional Evaluation of Training Platform for Prospective Exercise 

and Retrospective Review of Disaster Responses through 
Water-related Disaster Cases 

 
 

 
 
Kensuke TAKENOUCHI１・Motohiro HONMA２・Katsuya YAMORI３・Yasushi SUZUKI４ 

  
１Faculty of Engineering and Design, Kagawa University（takenouchi.kensuke@kagawa-u.ac.jp） 
２Japan Weather Association（honmam@jwa.or.jp） 
３Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University（yamori@drs.dpri.kyoto-u.ac.jp） 
４Japan Weather Association（suzuki@jwa.or.jp） 
 

 

ABSTRACT 
 

In Japan, we have various disasters somewhere in a year. However, when residents actually experience a 
disaster in their residential areas, they often show paradoxical feeling like that such a disaster can’t have happened to 
themselves. To improve such a situation and make them notice their disaster risk realistically, the authors have been 
developing WEB-based training tool of disaster responses which serve opportunities for making a comparison 
between "prospective disaster response exercise" and "retrospective disaster response review." This tool can be 
platform for efficient use of results from various disaster simulations. 

As a pre-survey, this study verified effects of this tool with similar movies on weather related disasters to the 
tool, and we had three trials for residents to consider their disaster responses. The results showed this tool can work 
efficiently for them to consider their disaster responses with feelings like real disaster cases and can be used to 
review and verify timings of residents’ responses. 

In future study, we will develop methods of making training settings and familiarize this tool for preparation of 
various disasters through web service. 
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和文要約 
 
減災の実践や研究は生活を構成する多様な価値や意味に対して摩擦を生じうる。たとえば高齢者

が避難訓練への参加を「（災害が起きたら）もう死ぬからいい」と拒むといった例がある。死生観、

自然観、公共性、宗教性といった諸価値と「減災」が調停されないままであれば、減災が社会と生

活に本当の意味で息づくことが妨げられてしまう。わたしたちが取り組んでいることの意味を解釈

するために、減災と社会の関係を生活と身体の次元にまで降りて捉え返す必要がある。そこで本稿

では、減災・防災に関する様々な技術や制度が有機的につながり、そこに生きる人々の生活や姿勢

に影響を与えながら、みずから発展してゆく社会を「減災システム社会」と名付け、その構造を素

描する。まず減災システム社会における技術の好事例として緊急地震速報を取り上げ、有機的に接

続された技術ネットワークが生活と身体に浸透するさまを分析する。ついで減災システム社会の一

般的構造を記述し、技術・身体・行動・改良の PDCA サイクルが中心を持たないまま持続すること

を指摘する。最後に、こうした減災システム社会の将来像の可能性として、減災システム社会それ

自体の進化を徹底する「情報アプローチ」と、生活における意味を注意深く読み取りながら諸価値

の調和を試みる「生活アプローチ」を提示する。 
 
 

キーワード：災害情報、科学技術社会論、緊急地震速報、生活と身体、減災システム社会 
 
 

１．はじめに： もう死ぬからええ 
兵庫県内の復興住宅でフィールドワークをしていたこ

ろ、避難訓練をしませんかと住民に持ちかけてみたこと

がある。しかし「また同じような地震が来たら、もう死

ぬからええ」と高齢の住民に言われてしまった。 
この「もう死ぬからええ」ということばは単純なあき

らめや厭世観ではなかった。この後に数年かけて聞いて

ゆくことになるのだが、住民たちは震災で家や生業を失

い、さまざまな出来事や出会いを経て生き抜いてきたひ

とびとだった。かれらの「もう死ぬからええ」には独特

の重みがあり、「そんなこと言わないでくださいよ」と簡

単に切り返すことができなかった。 
この出来事は減災・防災と社会の関係という問題を指

し示すものだったようにおもえる。「もう死ぬからええ」

は、住民の死生観や人生観や災害観の現れであり、それ

をその場で聞いた以上はまずはただ尊重するほかないこ

とばだった。かといって、避難訓練や防災対策を何もし

なくて良いとも思わない。もしものことがまたあっても、

絶対に助かってほしい。また、「もう死ぬからええ」と穏

やかに語ったことばがそのときの真実である一方で、ほ

んとうに災害に襲われたとき、かれらが最期の瞬間を苦

しみなく迎えることは保証されない。 
「もう死ぬからええ」にわたしが切り返すことができ

なかったのは、生存と被害軽減という明確な目的を持ち、

避難訓練といった具体的な方法が手近にある〈減災・防

災〉と、個々人の死生観のあいだで板挟みになり、その

両者をうまくつなぐことばを持たなかったからだ。災害

から命を守ることと、災害による死を受け入れるという

可能性を確かめたうえで今の日常を送ることという２つ

の価値のあいだのジレンマをのりこえることばをわたし

は持たなかった。避難訓練も「もう死ぬからええ」も、

そのひとの生命に関わる立場の現れであって、いずれか
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を必ず優先すべきであると断定することはできない。 
たとえば現代医療では原則として患者の自己決定権が

尊重される。医療者が治療方針について患者に十分な説

明を行い、同意を得たうえで治療を実施すること（イン

フォームド・コンセント）が求められる。患者の健康を

回復させるために最良の治療方法と医療者が考えていて

も、患者当人の意志に反するならばパターナリズム（父

権温情主義）として批判される。この論点に関する生命

倫理学の古典的事例としてしばしば言及されるのが、信

仰上の理由による輸血拒否である。患者が自身の信ずる

宗教の教義に反するとして輸血を拒否する場合、その意

志が医療者の良心や義務よりも優先する。この判断は、

たとえ「愚行」と思われる行為であっても、他者に危害

を与えない限りは当人の自己決定が優先されるという

「他者危害の原則」（愚行権）に由来する（江崎 1998）。
上述の復興住宅の住民は信仰上の理由というほど強靭な

思いを持つのではないにしても、仮に生命倫理学の議論

をそのまま輸入することが許されるならば、「もう死ぬか

らええ」ということばを無視することはできないという

結論を導き出すことも可能だろう。 
ただし、「もう死ぬからええ」と「避難訓練」は輸血拒

否問題ほどには厳しく対立するものではないということ

も確認しておきたい。矢守（2019）は高知県黒潮町に住

む女性が詠んだ「大津波 来たらば共に 死んでやる 

今日も息（こ）が言う 足萎え吾に」「この命 落としは

せぬと 足萎えの 我は行きたり 避難訓練」という 2
つの短歌を紹介し、1 首目では「受動的なオブジェクト」

であった詠み手が 2 年後に詠まれた 2 首目では「能動的

なエージェント」に存在様式を転じていると論じている。

1 首目の「死んでやる」は、将来の津波による死の可能

性を母と子という関係においてつぶやくものであり、独

居高齢者世帯が多い復興住宅での「もう死ぬからええ」

と単純に同一視はできない。ただ、死を遠ざけない語り

と生存への意志は必ずしも厳しく対立するものではなく、

受動から能動へと移行しうる、あるいは同じひとのここ

ろのなかで無理なく同居するものなのかもしれない 1)。 
減災に関する多種多様な実践や研究には、「もう死ぬか

らええ」「来たらば共に死んでやる」といったことばをい

ったん受け止めるための余地が不足しているように思わ

れる。むしろこうしたことばを「防災意識の低さ」と捉

え、「こうした考えを持つ住民をどのように啓発し、災害

情報をわかりやすく伝え、生き延びてもらうか」という

方向で話が進むことが多い。それはもちろん大切である

し、おそらくわたし自身もそうした実践や研究によって

間接的に命を救われている。ただ、あえて次のような論

点を提示したい。減災の価値や手続きと死生観といった

価値のあいだには特別な調和が必要なのではないか。死

生観以外にも、「自然観」「宗教」「運命」「公共性」とい

った、災害に直面する人間が意識せざるをえない価値が

存在する。そうした諸価値と、生存・被害軽減という減

災の価値のあいだに生じる摩擦を調停する仕組みを、現

在の減災はほとんど持たない。それらをつなぐことばが

重視されないままであったなら、減災の実践や研究成果

が社会と生活にほんとうに根付くことの妨げになるので

はないか。 
たとえば風水害の避難情報に対する実際の避難率の低

さが災害情報研究における課題となっている。この課題

に対して、多様な価値や意味が絡み合う「生活」という

次元を看過したまま、個別の減災技術のみを改良しよう

とする方向性を取るならば、「部分最適化」の陥穽に陥る

可能性があるのではないだろうか。齋藤（2020）は、「率

先避難者」となることで地域の他の住民の命を救うこと

につながると市民に呼びかける防災施策について、それ

が「ナッジ」として個人レベルの認識への働きかけに限

定され社会的な合意形成の積み重ねを欠くならば、有効

性が限られてしまう可能性を指摘している。避難に関す

る合意形成が求められるのは、人間の生活が多様な価値

や背景を持ち、それがひとりひとり異なる色合いを持つ

ためである。この生活という次元を通り過ぎてしまう構

造的な性質が「減災」には含まれているのかもしれない。 
 
２．問いの所在と先行研究 
（１）減災システム社会という視座 
だとすれば、ある具体的な技術や取り組みがうまくい

っているかどうかではなく、そもそも減災と社会のかか

わりそのものを再考する必要があるだろう。減災・防災

の理念や定義はさまざまに議論されてきた（たとえば、

河田 2001）。減災を具体的に進めるための個別の研究や

実践も積み重ねられてきた。しかし、全体像としての「減

災」が、社会において実際にどのように機能しているの

かという問いは手つかずのままである。そこで本稿では、

減災・防災に関する様々な技術や制度が有機的につなが

り、そこに生きる人々の生活や姿勢に影響を与えながら、

みずから発展してゆく社会を「減災システム社会」と仮

に名付け、3 章でその構造を素描する。次いで 4 章で減

災システム社会と社会の関係として 2 つのアプローチを

提示する。 
こうした記述によって「つなぐことば」や「調停」が

即座に獲得されるわけではない。ただ、全体を俯瞰しな

がら細部を観察する視点を提示することで、システム内

部でわたしたちが行っていることが明晰になれば、諸価

値間の葛藤により鋭敏に気づくことができるようになり、

減災の実践や研究成果を社会と生活により複層的に根付

かせるためのアプローチの幅を広げることにつながると

考える。 
減災と社会のかかわりを考察するための基本的な視座

を、科学技術と社会の関係や相互作用を分析する科学技

術社会論（STS）から得ることができる。科学技術社会

論の学説史上では、科学技術と社会のいずれに本質的な

優位性を認めるかにあたり、大きく分けて次のような立
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を必ず優先すべきであると断定することはできない。 
たとえば現代医療では原則として患者の自己決定権が

尊重される。医療者が治療方針について患者に十分な説

明を行い、同意を得たうえで治療を実施すること（イン

フォームド・コンセント）が求められる。患者の健康を

回復させるために最良の治療方法と医療者が考えていて

も、患者当人の意志に反するならばパターナリズム（父

権温情主義）として批判される。この論点に関する生命

倫理学の古典的事例としてしばしば言及されるのが、信

仰上の理由による輸血拒否である。患者が自身の信ずる

宗教の教義に反するとして輸血を拒否する場合、その意

志が医療者の良心や義務よりも優先する。この判断は、

たとえ「愚行」と思われる行為であっても、他者に危害

を与えない限りは当人の自己決定が優先されるという

「他者危害の原則」（愚行権）に由来する（江崎 1998）。
上述の復興住宅の住民は信仰上の理由というほど強靭な

思いを持つのではないにしても、仮に生命倫理学の議論

をそのまま輸入することが許されるならば、「もう死ぬか

らええ」ということばを無視することはできないという

結論を導き出すことも可能だろう。 
ただし、「もう死ぬからええ」と「避難訓練」は輸血拒

否問題ほどには厳しく対立するものではないということ

も確認しておきたい。矢守（2019）は高知県黒潮町に住

む女性が詠んだ「大津波 来たらば共に 死んでやる 

今日も息（こ）が言う 足萎え吾に」「この命 落としは

せぬと 足萎えの 我は行きたり 避難訓練」という 2
つの短歌を紹介し、1 首目では「受動的なオブジェクト」

であった詠み手が 2 年後に詠まれた 2 首目では「能動的

なエージェント」に存在様式を転じていると論じている。

1 首目の「死んでやる」は、将来の津波による死の可能

性を母と子という関係においてつぶやくものであり、独

居高齢者世帯が多い復興住宅での「もう死ぬからええ」

と単純に同一視はできない。ただ、死を遠ざけない語り

と生存への意志は必ずしも厳しく対立するものではなく、

受動から能動へと移行しうる、あるいは同じひとのここ

ろのなかで無理なく同居するものなのかもしれない 1)。 
減災に関する多種多様な実践や研究には、「もう死ぬか

らええ」「来たらば共に死んでやる」といったことばをい

ったん受け止めるための余地が不足しているように思わ

れる。むしろこうしたことばを「防災意識の低さ」と捉

え、「こうした考えを持つ住民をどのように啓発し、災害

情報をわかりやすく伝え、生き延びてもらうか」という

方向で話が進むことが多い。それはもちろん大切である

し、おそらくわたし自身もそうした実践や研究によって

間接的に命を救われている。ただ、あえて次のような論

点を提示したい。減災の価値や手続きと死生観といった

価値のあいだには特別な調和が必要なのではないか。死

生観以外にも、「自然観」「宗教」「運命」「公共性」とい

った、災害に直面する人間が意識せざるをえない価値が

存在する。そうした諸価値と、生存・被害軽減という減

災の価値のあいだに生じる摩擦を調停する仕組みを、現

在の減災はほとんど持たない。それらをつなぐことばが

重視されないままであったなら、減災の実践や研究成果

が社会と生活にほんとうに根付くことの妨げになるので

はないか。 
たとえば風水害の避難情報に対する実際の避難率の低

さが災害情報研究における課題となっている。この課題

に対して、多様な価値や意味が絡み合う「生活」という

次元を看過したまま、個別の減災技術のみを改良しよう

とする方向性を取るならば、「部分最適化」の陥穽に陥る

可能性があるのではないだろうか。齋藤（2020）は、「率

先避難者」となることで地域の他の住民の命を救うこと

につながると市民に呼びかける防災施策について、それ

が「ナッジ」として個人レベルの認識への働きかけに限

定され社会的な合意形成の積み重ねを欠くならば、有効

性が限られてしまう可能性を指摘している。避難に関す

る合意形成が求められるのは、人間の生活が多様な価値

や背景を持ち、それがひとりひとり異なる色合いを持つ

ためである。この生活という次元を通り過ぎてしまう構

造的な性質が「減災」には含まれているのかもしれない。 
 
２．問いの所在と先行研究 
（１）減災システム社会という視座 
だとすれば、ある具体的な技術や取り組みがうまくい

っているかどうかではなく、そもそも減災と社会のかか

わりそのものを再考する必要があるだろう。減災・防災

の理念や定義はさまざまに議論されてきた（たとえば、

河田 2001）。減災を具体的に進めるための個別の研究や

実践も積み重ねられてきた。しかし、全体像としての「減

災」が、社会において実際にどのように機能しているの

かという問いは手つかずのままである。そこで本稿では、

減災・防災に関する様々な技術や制度が有機的につなが

り、そこに生きる人々の生活や姿勢に影響を与えながら、

みずから発展してゆく社会を「減災システム社会」と仮

に名付け、3 章でその構造を素描する。次いで 4 章で減

災システム社会と社会の関係として 2 つのアプローチを

提示する。 
こうした記述によって「つなぐことば」や「調停」が

即座に獲得されるわけではない。ただ、全体を俯瞰しな

がら細部を観察する視点を提示することで、システム内

部でわたしたちが行っていることが明晰になれば、諸価

値間の葛藤により鋭敏に気づくことができるようになり、

減災の実践や研究成果を社会と生活により複層的に根付

かせるためのアプローチの幅を広げることにつながると

考える。 
減災と社会のかかわりを考察するための基本的な視座

を、科学技術と社会の関係や相互作用を分析する科学技

術社会論（STS）から得ることができる。科学技術社会

論の学説史上では、科学技術と社会のいずれに本質的な

優位性を認めるかにあたり、大きく分けて次のような立

場がある（柴田 2020）。①科学技術が社会とは独立に発

展し、その成果が社会に実装されてゆくとみなす「技術

決定論」。科学が自身の内部的な合理性に従って発展する

と考えるため、インターナルモデルとも呼ばれる。②反

対に、社会が科学技術の動向を規定するとみなす「社会

構成論」（エクスターナルモデル）。③科学技術と社会の

いずれか一方を優位とみなすのではなく、それぞれが互

いに影響を与え合っているとみなす立場。技術的側面と

社会的側面を分離せず、一体的システムと捉える「技術

システムアプローチ」や、人間だけでなく生物・無生物・

自然物までアクターとみなし、それらが相互に影響しあ

うネットワークが技術の社会的導入を規定すると解釈す

る「アクターネットワーク理論」などがある。 
本稿の立場は③に近い。減災に関わる技術や取り組み

と社会は相互に深く絡み合っている。例えば、次章で取

り上げる緊急地震速報という新しい技術が開発されるこ

とで市民生活や社会のあり方はさまざまに変化した。こ

の点では①技術決定論的であるが、緊急地震速報を支え

る基盤観測網は阪神・淡路大震災後に科学技術庁（当時）

の政策によって予算が投入され構築されたものである。

すなわち大震災を受けた政治判断とその背後の世論が緊

急地震速報の開発を誘導したのであり、また「予知」に

軸足を置いていながら都市直下地震に無防備であった地

震学の側でも「国民による地震調査研究の成果の活用を

常に意識」し、「官民の防災関係機関による地震防災につ

ながる調査研究」を改めて志向していた（地震調査研究

推進本部 1999）。こうした点では②社会構成論的な解釈

が適していると言える。減災システム社会における技術

は断続的に生じる大災害をきっかけとして世論や国家予

算の後押しを受けて開発・改良されるものの、それがい

ったん社会実装されると住民や一般の民間組織や地方自

治体の側で技術の内容や導入可否を選択することは現実

的に困難であることが多い。社会は技術を求めるが、技

術を自由に扱うことはできないのである。 
次章で論じるように、減災に関する技術や取り組みは

さまざまな領域にまたがって機能し、ある技術が別の技

術や制度とつながり、結果としてきわめて複雑で錯綜し

たネットワークを形成する。減災システム社会はこのネ

ットワークに人間を「組み入れる」ようにして存在して

いる。こうした観点から、本稿では技術と社会のいずれ

かに優位性を定めるのではなく、その両者が複雑に絡ま

りあって相互に影響を与え、その過程で人間の生活に深

く浸透してゆくという捉え方を選ぶ。 
この捉え方によって焦点を当てたいのは、緊急地震速

報や国土強靭化政策や災害時要支援者名簿や非常食や地

区防災計画といった個別の技術や制度や実践の是非や課

題点ではなく、そうした個別具体的な技術が複雑に絡ま

ったネットワークの構造であり、それに接する人間の生

活である。冒頭に紹介した「もう死ぬからええ」や黒潮

町の女性の短歌は、そうした絡み合いの現場で、言い換

えればネットワークと生活の界面でつぶやかれたことば

であると解釈できる。減災システム社会は目的達成のた

めに常にネットワークを複雑化させ、人間の生活と身体

に浸透しているため、そこから人間が距離を取り、その

全体像を認識することが容易ではない。 
（２）トランス・サイエンスとしての解釈 

ここで、科学技術社会論の重要概念である「トランス・

サイエンス」の考え方を参照することで、このことを別

の角度から検討したい。アメリカの物理学者 A. ワイン

バーグは、「科学によって問うことができるが、科学によ

って答えることができない問題群からなる領域」をトラ

ンス・サイエンスと定義した（Weinberg 1992[1972]、小

林 2007）。いわば科学と社会が重なり合う領域である。

ワインバーグはその例として、超音速旅客機によるオゾ

ン層破壊の可能性と原子力発電所の建設認可を挙げてい

る。科学者は原子力発電所が事故を起こす確率を算出す

ることができるが、ある地域に原子力発電所を建設すべ

きか否かという問題に対しては答えを出すことができな

い。科学者はリスク（事故が生じる確率や予測される被

害）を算出するが、そのリスクに曝される当事者（地域

住民など）にとってそうした算出結果が持つ意味を（と

りわけ民主的な社会では）科学者は専決できないためで

ある。科学者の営為と一般市民の社会生活が重なる領域

では、「科学的な答え」だけでは解決しない、あるいはそ

うした答えがそもそも定まらない問題の合意点を、両者

が共同で探らざるをえない。近年の事例では、福島第一

原発事故による低線量被爆の基準値をめぐる問題（一ノ

瀬 2013）や、遺伝子組換え作物の導入是非をめぐる議論

がトランス・サイエンスの領域に該当するだろう。 
減災・防災に関するものでは、東日本大震災後の沿岸

部被災地における防潮林の建設（廣重 2018）、安間川コ

ンセンサス会議（小林 2007）に関する先行研究がある。

これらの例は、津波や洪水の被害軽減と、住民の生活環

境や生態系保全といった価値との摩擦を、住民と行政が

協働で調停しようとする試みであると言える。 
もうひとつ確認しておきたいことは、トランス・サイ

エンスに関わる議論や、市民社会と科学者がそうした問

題を公共の場で検討する「コンセンサス会議」や「対話

フォーラム」（八木 2009）といった取り組みは、（地域）

社会に強いインパクトを与える特定の技術や施設を対象

とするということである。発電所や堤防といった施設は

建設が始まれば仕組みを変更することは容易ではないし、

近隣住民や事業主体にとって大きな利害が関わるため、

このことは当然である。他方で、特定の技術や制度や施

設ではなく、それらが有機的に結びついて形成されるネ

ットワークや、そこから生じたフィードバックを取り入

れて改良を続けるシステムそのものについては、トラン

ス・サイエンス的なものとして把握されることはこれま

でなかった。本稿がくりかえし立ち戻るポイントがここ

にある。「減災」はある特定の技術や法律なのではない。
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新旧のさまざまな技術や制度や習慣や実践が絡み合い、

生活を取り囲み、身体のすぐ近くにまで浸透してくるも

のである。そのために「これ」として焦点化しづらいま

ま人間生活の諸価値との調停という問題に突き当たり、

それを解消しづらいという構造がある。 
この点で、本稿が扱うのはトランス・サイエンスであ

ると同時にトランス・システムの問題であり、また論者・

当事者が認識論的・身体的・実存的にシステムの外部に

超越できない（たとえばこの論文を書いているわたし自

身、「人と防災未来センター」館内では小中学生向けの防

災セミナーで非常時持ち出し袋の重要性を説き、肌見離

さずにいるスマートフォンには「ゆれくる」「逃げトレ」

といったアプリが入っている）という点ではシステム・

インサイドの問題である。したがって減災システム社会

の分析はつねにシステム内部からの言説・行為であって、

その認識や解釈や、またそのフィードバックは始めから

システムに制約を受けている。だからといって、内部か

らの言説・行為が無意味なのではない。少なくともわた

したちが何に取り巻かれているのかを不完全であれ意識

にもたらし、相対化することができる。 
 
３．減災システム社会の構造 
減災システム社会の構造を検討するための糸口として、

本章ではまず気象庁の緊急地震速報を取り上げてみたい。

そのうえで、減災システム社会の一般的な特徴と動態を

記述する。緊急地震速報を題材とするのは、それが不完

全な技術であるからではなく、むしろきわめて優れた減

災技術であり、また市民の身近に存在し認知度も高いた

めである 2)。 
（１）緊急地震速報 
緊急地震速報はP波とS波の伝播速度の差を利用した

大地震の直前警報技術であり、2007 年に気象庁により本

格運用が始まった。縦波（疎密波）であるP 波は、横波

である S 波より地中の伝播速度が速い。P 波の速度が約

7km/s であるのに対して S 波は約 4km/s である。主要動

は S 波の直後に来るため、S 波の到達に先んじて警報を

発信することができれば地域住民や交通網や産業機械が

緊急の対応を取ることができる。震源地の直近の地震計

が捉えたP波の波形を元に震源の位置とマグニチュード

を即座に解析し、S 波の到達前に、強い揺れが伝わると

推定された地域に向けて警報を発するという原理である。

なお気象庁の緊急地震速報では、最大震度 5 弱以上が予

測される場合に予測震度 4 以上の地域へテレビ・ラジ

オ・携帯電話等を通じて発信するものを「地震動警報」、

最大震度 3 以上もしくはマグニチュード 3.5 以上が予測

される場合に、気象庁が許可した事業者に専用端末を通

じて発信するものを「地震動予報」と呼び分けている。 
まず、松村（2010）を主に参照して、緊急地震速報の

開発過程の概略を確認する。緊急地震速報の開発につな

がる直接のきっかけは阪神・淡路大震災だった。震災後、

国内の基盤観測網の整備予算が倍増し、各種の装置によ

る濃密な観測網が開発された（泊 2015）。震災後に設立

された文部科学省地震調査研究推進本部は「リアルタイ

ムによる地震情報の伝達」を基本施策の一つとしていた。

この「リアルタイム」研究は当初、阪神・淡路大震災の

初動対応の遅れという反省のもと、地震発生直後の被害

状況をいち早く収集・伝達することを目指していた。し

かし基盤観測網の急発達に伴い、研究開発の軸足は緊急

地震速報の実用化へと移ったという。気象庁では 200 箇

所の地震計を用いた「ナウキャスト地震情報」を開発し

ており、また同時期に防災科学技術研究所は 800 箇所の

観測点を持つHi-net 観測網による「リアルタイム地震情

報」の開発を進めていた。その後、両プロジェクトが統

合され、2007 年から気象庁により緊急地震速報が一般向

けに実用化された。なお、現在は気象庁約 690 箇所・防

災科学技術研究所約 1000 箇所の観測網が機能している
3)。 
これらの観測網が捉えたP波の情報は気象庁に集めら

れ、震源とマグニチュードが計算機により解析される。 
その結果は具体的なメッセージに変換されて最終的な

宛先である一般市民や産業施設に届けられる。一般市民

に馴染みが深いのはテレビ画面上に現れる表示幕や携帯

電話・スマートフォンの警報音であろう。警報に接した

市民は、それがまさに緊急の警報であることをあらかじ

め知っている。とっさに姿勢を低くし、周囲を見回し、

自ら安全な場所に移動したり、家族や近くのひとを助け

ようとする。 
この警報（音）が訓練に用いられることもある。いわ

ゆるシェイクアウト訓練では、メッセージの詳細を確か

めることなく、たとえば教室の子どもたちが警報音を聞

くなり一斉に机の下に潜ることになる（たとえば、永田・

木村 2013、相場ほか 2014 など）。 
訓練であれ「本番」の地震であれ、緊急地震速報がも

たらした「結果」は事後に行政や研究者によって分析さ

れる。現実の震源やマグニチュードや各地の震度と、推

測のそれらとの差異や、警報を受けた市民の反応が調査

され、新たな課題や教訓が析出される（たとえば、中森

2013、鷹野・藤岡 2015 など）。そうした課題や教訓は関

連する組織に蓄積され、また一部は論文などの形式で学

術界においてさらに精査され、緊急地震速報の本体やメ

ッセージの出し方や訓練方法の改善に活かされる。 
（２）海底から枕元まで 
以上が、緊急地震速報の開発と、地震発生、警報発信、

避難行動、結果のフィードバックまでのおおまかな過程

である。ここから読み取れることを 3 点検討してみよう。 
a）技術ネットワーク 

まず確認したいのは、緊急地震速報はゼロから構築さ

れたものではなく、長い前史を持つということである。

まず観測網という理念がある。緊急地震速報は約 1000
箇所の地震計を一元化することで成立したが、国内の地
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新旧のさまざまな技術や制度や習慣や実践が絡み合い、

生活を取り囲み、身体のすぐ近くにまで浸透してくるも

のである。そのために「これ」として焦点化しづらいま

ま人間生活の諸価値との調停という問題に突き当たり、

それを解消しづらいという構造がある。 
この点で、本稿が扱うのはトランス・サイエンスであ

ると同時にトランス・システムの問題であり、また論者・

当事者が認識論的・身体的・実存的にシステムの外部に

超越できない（たとえばこの論文を書いているわたし自

身、「人と防災未来センター」館内では小中学生向けの防

災セミナーで非常時持ち出し袋の重要性を説き、肌見離

さずにいるスマートフォンには「ゆれくる」「逃げトレ」

といったアプリが入っている）という点ではシステム・

インサイドの問題である。したがって減災システム社会

の分析はつねにシステム内部からの言説・行為であって、

その認識や解釈や、またそのフィードバックは始めから

システムに制約を受けている。だからといって、内部か

らの言説・行為が無意味なのではない。少なくともわた

したちが何に取り巻かれているのかを不完全であれ意識

にもたらし、相対化することができる。 
 
３．減災システム社会の構造 
減災システム社会の構造を検討するための糸口として、

本章ではまず気象庁の緊急地震速報を取り上げてみたい。

そのうえで、減災システム社会の一般的な特徴と動態を

記述する。緊急地震速報を題材とするのは、それが不完

全な技術であるからではなく、むしろきわめて優れた減

災技術であり、また市民の身近に存在し認知度も高いた

めである 2)。 
（１）緊急地震速報 
緊急地震速報はP波とS波の伝播速度の差を利用した

大地震の直前警報技術であり、2007 年に気象庁により本

格運用が始まった。縦波（疎密波）であるP 波は、横波

である S 波より地中の伝播速度が速い。P 波の速度が約

7km/s であるのに対して S 波は約 4km/s である。主要動

は S 波の直後に来るため、S 波の到達に先んじて警報を

発信することができれば地域住民や交通網や産業機械が

緊急の対応を取ることができる。震源地の直近の地震計

が捉えたP波の波形を元に震源の位置とマグニチュード

を即座に解析し、S 波の到達前に、強い揺れが伝わると

推定された地域に向けて警報を発するという原理である。

なお気象庁の緊急地震速報では、最大震度 5 弱以上が予

測される場合に予測震度 4 以上の地域へテレビ・ラジ

オ・携帯電話等を通じて発信するものを「地震動警報」、

最大震度 3 以上もしくはマグニチュード 3.5 以上が予測

される場合に、気象庁が許可した事業者に専用端末を通

じて発信するものを「地震動予報」と呼び分けている。 
まず、松村（2010）を主に参照して、緊急地震速報の

開発過程の概略を確認する。緊急地震速報の開発につな

がる直接のきっかけは阪神・淡路大震災だった。震災後、

国内の基盤観測網の整備予算が倍増し、各種の装置によ

る濃密な観測網が開発された（泊 2015）。震災後に設立

された文部科学省地震調査研究推進本部は「リアルタイ

ムによる地震情報の伝達」を基本施策の一つとしていた。

この「リアルタイム」研究は当初、阪神・淡路大震災の

初動対応の遅れという反省のもと、地震発生直後の被害

状況をいち早く収集・伝達することを目指していた。し

かし基盤観測網の急発達に伴い、研究開発の軸足は緊急

地震速報の実用化へと移ったという。気象庁では 200 箇

所の地震計を用いた「ナウキャスト地震情報」を開発し

ており、また同時期に防災科学技術研究所は 800 箇所の

観測点を持つHi-net 観測網による「リアルタイム地震情

報」の開発を進めていた。その後、両プロジェクトが統

合され、2007 年から気象庁により緊急地震速報が一般向

けに実用化された。なお、現在は気象庁約 690 箇所・防

災科学技術研究所約 1000 箇所の観測網が機能している
3)。 
これらの観測網が捉えたP波の情報は気象庁に集めら

れ、震源とマグニチュードが計算機により解析される。 
その結果は具体的なメッセージに変換されて最終的な

宛先である一般市民や産業施設に届けられる。一般市民

に馴染みが深いのはテレビ画面上に現れる表示幕や携帯

電話・スマートフォンの警報音であろう。警報に接した

市民は、それがまさに緊急の警報であることをあらかじ

め知っている。とっさに姿勢を低くし、周囲を見回し、

自ら安全な場所に移動したり、家族や近くのひとを助け

ようとする。 
この警報（音）が訓練に用いられることもある。いわ

ゆるシェイクアウト訓練では、メッセージの詳細を確か

めることなく、たとえば教室の子どもたちが警報音を聞

くなり一斉に机の下に潜ることになる（たとえば、永田・

木村 2013、相場ほか 2014 など）。 
訓練であれ「本番」の地震であれ、緊急地震速報がも

たらした「結果」は事後に行政や研究者によって分析さ

れる。現実の震源やマグニチュードや各地の震度と、推

測のそれらとの差異や、警報を受けた市民の反応が調査

され、新たな課題や教訓が析出される（たとえば、中森

2013、鷹野・藤岡 2015 など）。そうした課題や教訓は関

連する組織に蓄積され、また一部は論文などの形式で学

術界においてさらに精査され、緊急地震速報の本体やメ

ッセージの出し方や訓練方法の改善に活かされる。 
（２）海底から枕元まで 
以上が、緊急地震速報の開発と、地震発生、警報発信、

避難行動、結果のフィードバックまでのおおまかな過程

である。ここから読み取れることを 3 点検討してみよう。 
a）技術ネットワーク 

まず確認したいのは、緊急地震速報はゼロから構築さ

れたものではなく、長い前史を持つということである。

まず観測網という理念がある。緊急地震速報は約 1000
箇所の地震計を一元化することで成立したが、国内の地

震観測網は明治期から段階的に整備されていた。さらに

遡れば、地震学草創期から「お雇い外国人」である J. ミ
ルンが国内各地の地震観測報告を葉書や電信を用いて一

元化するネットワークを構築していた（金 2007）。また、

観測網が捉えた地震の情報を「即座に」「一般市民に配信

する」という点では、直後の速報であるがテレビの地震

速報テロップ等が先行していた。また、松村（2010）が

指摘するように、地震波を捉えて自動で緊急対応するア

イデアはガスメーターの自動停止装置やエレベーターの

自動停止装置として実用化されており、複数の地震計で

地震波を捉えてシステム全体が緊急対応するという点で

は JR の列車緊急停止システム「ユレダス」が 1985 年か

ら運用を開始している（美藤ほか 1985、中村 2003）。 
緊急地震速報の革新性は、既に実用化されていた技術

や常識を前提としつつ、新しく開発した技術をそれらと

統合して全国一律に機能する実用的な仕組みを創り出し

たことにあった。松村（2010）の記述を借りれば、直前

警報の「アイデア自体は昔からあったものであるが、こ

れを現実のものとするためには、観測網、解析システム、

通信システムの 3 つが適切な形で出揃うことが必須条件

であった」。信頼性の高い地震計、観測データの送受信回

線、解析を実行する高性能の計算機とそこで用いるアル

ゴリズムが有機的につながり、さらにテレビや携帯電話

の既存の情報配信網とも接合されて技術ネットワークを

形成する。たとえば NHK は従来から運用していた緊急

ニュース速報の仕組みを拡張することで緊急地震速報の

迅速な配信を実現し（有森 2008）、携帯電話網では緊急

速報用の国際規格ETWS を制定して「理論上最速」での

緊急地震速報配信を可能とした（田中ほか 2009）。 
速報の受け手の側の態度も、広い意味ではこのネット

ワークの一部と言える。地震の情報が即座に身近にやっ

てくるという受け手（一般市民）の側の常識と、学校等

での訓練の習慣が無ければ緊急地震速報は成立しない。

緊急地震速報を用いた訓練が学校や職場ですんなり実施

できるのは、「避難訓練」という所作を日本中の学校で繰

り返してきたからだ。 
こうした前史は、新旧の技術や習慣が有機的につなが

ることで技術ネットワークを形成したことを示している。

こうした個別の技術や習慣は緊急地震速報の完成を目指

して建設されていたのではない。緊急地震速報の構成要

素が出揃い、速報の実現を求める社会の要請が技術上の

成熟に合致して、あるタイミングでネットワークが成立

している。これは液体が固体になるような「相転移」に

似た変化であったかもしれない。諸々の技術や習慣が個

別に機能していたのが、ある瞬間を境に組織化される。

こうした相転移現象は医療や交通や経済のシステムでも

見いだされるが、減災システム社会においてはとりわけ

「分子間力」に相当する力が強い。つまり「生命を守る」

という目的が強力で自明のものとされるために技術ネッ

トワークはより強固に結びつき、退転しない 4)。 

「相転移」が生じる際、個別の要素に紐付けられてい

た生活や身体の所作もそのまま巻き込まれて技術ネット

ワークの一部となる。これまで番組やメールを届けてく

れていたテレビや携帯電話が、人間がそれを享受する習

慣を保ったまま「減災」の仕組みに再構成される。 
b）持続的で予測しづらい変化 

第 2 に、システムが改良・拡大という仕方で変化し続

けることである。速報の「より迅速・確実な提供」（鷹野

2011）に向けた技術開発や、外国人住民向けの多言語辞

書の開発（赤石 2017）や、聴覚障碍者のために緊急地震

速報を室内照明と連動させる技術（岩手大学 2019）とい

った、緊急地震速報の中核的な機能・役割に沿った改良

だけではない。自動運転バスへの緊急地震速報の組み込

みなど（川口市ほか 2020）、緊急地震速報が新たな技術

の前提要素の一つとなる例も見られる。今後も、たとえ

ばドローン、顔認証技術、GPS、住民基本台帳ネットワ

ーク、RFID、音声・四肢挙動認識、遠隔手術、独居高齢

者見守り、低侵襲性BMI（Brain-Machine Interface）、信用

スコアといった技術を取り込み、またそれらに「速報」

が取り込まれるかたちでネットワークが結合の複雑さと

密度を増してゆくだろう。たとえば緊急地震速報の発動

と同時に公共空間や私空間のビデオカメラや個人のスマ

ートフォンが人間の挙動や座標を捉えてより最適な行動

を指示し、情報が疎であるエリアにはドローンが自動的

に派遣されて情報収集を行うといった具合である。こう

したネットワークやシステム全体の中長期的な発展の方

向は予測も制御も容易ではない。 
c）生活と身体への浸透 

第 3 に、緊急地震速報が個々人の生活に浸透し、さら

に自然現象についての考え方や、あるいはよりプリミテ

ィブな、「身構え」とでも言うべき次元にまで影響を及ぼ

しているという点である。緊急地震速報の全体像ではな

く、わたしやあなたのような、生活者としての人間にと

っての速報の意味を記述してみよう。 
わたしたちが緊急地震速報の警報に接するのはテレビ

やスマートフォンである。それらは普段は画面表示とい

う仕事に専念して、便利なもの、楽しいもの、気を紛ら

わせるもの、無益なものを次々と見せている。緊急地震

速報はその裏に隠れている。しかし完全に意識の外にあ

るわけではない。ひとは普段は速報のことを考えていな

いけれど、忘れてもいない。目や耳がその場その場の出

来事に“耳目を奪われて”いる一方で、訓練や啓発によ

って仕込まれた「待ち方」を身体が保ち続けている。待

っている対象は望ましくないものである。自分も引き受

けさせられるもの、けれどもぎりぎりのところで死や危

険を免除してくれるかもしれないものを待機している。 
そこに、本当に警報が鳴る。ぞくりとした感覚が身体

に走り、目の周り、耳の後ろが力む。ただ、驚かされる

けれど本当の驚きではない。身体はすでにそれを知って

いた。意識するより一歩先に自分のスイッチが切り替わ
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り、周囲を見回す。倒れてくるものは？ 出口は？ 工

夫や創造性の余地は完全に排除され、そのときの環境下

で採りうる確実な行動を最短時間で探る。正解は誰も教

えてくれない。そこにあるのは、この場にいる「いま」

それが鳴る状況にほかならぬわたしが投げ込まれたとい

う「解きがたい謎」（フランク 2002）である。のったり

と続いていた日常の「いま」が消え、亀を追うアキレス

の歩みのように微分された「いまか、その次のいまか」

の切迫に切り替わる。すでに主要動が来る前に、あるい

はそれが来なくても、身の回りのものが平常時の意味を

失っている。家具や本棚や燃焼中のストーブが一瞬前と

は全く違ったものとして周囲にそそり立っている。警報

音の直前まで当たり前の生活を与えてくれていた諸々の

道具が、突然に親しみを失い、不気味なもの・身体にめ

りこんでくるかもしれないものに転じる。ナマの世界が

突然わたしに引き渡される。日常の世界そのものが支え

を失い、数秒先にも崩落しうるものとしてわたしを取り

囲んでいる。その瞬間を今か今かと待ち構えながら、感

覚器官を最大限に働かせようとする。世界の意味の崩壊

を張り詰めた意識で待つさまは統合失調症の体験に近い

のかもしれない。警報音を聞いた瞬間の独特のぞわっと

した感覚は、訓練や啓発によって身体に仕込まれていた

アラートが起動し、日常の意味と時間をめくりあげるよ

うにして切り替えてゆくことの感覚である。 
ところがわたしたちは身体のモードと時間のモードと

世界の意味のぞわっとした切り替わりをもたらすあの警

報音を発するかもしれない装置を身体のすぐそばにまと

わりつかせて日常生活を送る。スマートフォンを枕元に

置いて眠ることを習慣にしさえする。警報音（の可能性）

を介して、わたしの耳や眠りは太平洋岸の海底の観測網

につながっている。情報が突然届けられるというよりは、

じぶんの感覚器官が海底にまで拡張されているのだ。こ

れは、目が不自由なひとにとって杖が知覚の対象ではな

く知覚がその先端から始まる身体の延長となること（メ

ルロ＝ポンティ 1967）と似ている。ただし杖は自然の存

在から切り出されて人の手に渡され、身体に包み込まれ

る一個の道具にすぎないが、スマートフォンと緊急地震

速報では複合的な技術ネットワークと身体が相互を組み

込み合っている。 
さらにまた、感覚器官は、そこにすでに有るものだけ

でなく、そこで何かが生じる・現れることの可能性も合

わせて捉えている。駅のホームに視線をすべらせるとき、

線路というモノを見出すと同時に、電車のきぃきぃとい

うブレーキ音がそこに滑り込んでくる可能性をすでに

「聞いて」いる。緊急地震速報も同様に、知覚や予測の

全く外部から突然現れる出来事としてではなく、制御可

能ではないにしても可能性という仕方でつねにすでに確

かめているものとして「それ」を待つことを可能にする。

意識は眠りに落ちていても拡張された感覚器官は目覚め

ている。わたしたちはスマートフォンを枕元に置くこと

で、バークリーの神の代わりに世界を存在させ続けるの

だ。 
そうして、日常生活が突然つき崩されることに数秒間

先んじることを日常に組み込んでいる。主体が成立する

一歩手前の、器官や身体や世界が分化していない基底的

な「身構え」がすでに緊急地震速報を取り込んでいる。

それは表向きは「安全」のためとされているけれども、

実のところそうした日常や時間の流れ方（中断の可能性

を含んだ流れ方）そのものが、わたしの新たな生活ある

いは主体のかたちなのである。それはわたしの視覚や聴

覚の能力や、反射的な行動を可能にする四肢の能力とも

統合されている。 
 生活者はこうした浸透に対して調節を試みることがで

きるが、選択の余地は少ない。緊急地震速報は食器棚に

入れたり飽きて捨てたりできるモノのように提示される

のではなく、つねに最新のものを取り込み・取り込まれ

ながら発達してゆく技術ネットワークの一部分として現

れている。生活スタイルや身体の所作は、その発達の過

程に絡め取られてゆく。 
（３）減災システム社会の諸領域 
以上、具体的な事例として緊急地震速報の分析を試み

た。これを参考として、ここからは減災システム社会の

一般的な構造を検討する。なお、本節と次節で挙げる 9
つの次元と 3 つの動態上の特徴は観察によって直観的に

導出したものである。したがって（社会）科学的に十全

で明晰なものではなく、今後の議論の手がかりとして暫

定的に意味を持つにすぎない 5)。 
減災システム社会はどのような次元において機能して

いるか。減災・防災の技術や取り組みが明瞭に現れてく

る社会的な働きの領域として、以下の 9 つを挙げる。 
情報 減災システム社会では自然現象や災害下の人間の

挙動や復旧復興の状況がしばしば情報化され、流通・処

理・集約・保存・解析・可視化・公開される。緊急地震

速報のようにさまざまな技術が接続し連動できるのも、

情報という次元でそれらがお互いの働きを協調させるか

らである。他方で、情報化されない現象や、情報を受信

しないエージェントは減災システム社会から不可視化さ

れる。 
訓練 技術と技術、装置と装置は情報によってつながる

が、技術・装置と生活は必ずしも情報によって接合され

ない。生活者である人間の行動を災害情報や緊急時の状

況に即して適切なものとするのが訓練である。訓練は学

校や職場や地域での人々の統率された行動を前提として

おり、またマニュアルや避難施設や専用のアプリといっ

たインフラもその前提となる。 
科学 科学者は災害に関する諸現象を科学という一定の

手続きのもとで解釈し、その成果は減災システム社会の

個々の技術や取り組みの開発の方向を定める際に参照さ

れる。また、科学と技術は一体化し、さまざまな装置と

して現実化して人々の生活に接し、また自然現象の観測
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り、周囲を見回す。倒れてくるものは？ 出口は？ 工

夫や創造性の余地は完全に排除され、そのときの環境下

で採りうる確実な行動を最短時間で探る。正解は誰も教

えてくれない。そこにあるのは、この場にいる「いま」

それが鳴る状況にほかならぬわたしが投げ込まれたとい

う「解きがたい謎」（フランク 2002）である。のったり

と続いていた日常の「いま」が消え、亀を追うアキレス

の歩みのように微分された「いまか、その次のいまか」

の切迫に切り替わる。すでに主要動が来る前に、あるい

はそれが来なくても、身の回りのものが平常時の意味を

失っている。家具や本棚や燃焼中のストーブが一瞬前と

は全く違ったものとして周囲にそそり立っている。警報

音の直前まで当たり前の生活を与えてくれていた諸々の

道具が、突然に親しみを失い、不気味なもの・身体にめ

りこんでくるかもしれないものに転じる。ナマの世界が

突然わたしに引き渡される。日常の世界そのものが支え

を失い、数秒先にも崩落しうるものとしてわたしを取り

囲んでいる。その瞬間を今か今かと待ち構えながら、感

覚器官を最大限に働かせようとする。世界の意味の崩壊

を張り詰めた意識で待つさまは統合失調症の体験に近い

のかもしれない。警報音を聞いた瞬間の独特のぞわっと

した感覚は、訓練や啓発によって身体に仕込まれていた

アラートが起動し、日常の意味と時間をめくりあげるよ

うにして切り替えてゆくことの感覚である。 
ところがわたしたちは身体のモードと時間のモードと

世界の意味のぞわっとした切り替わりをもたらすあの警

報音を発するかもしれない装置を身体のすぐそばにまと

わりつかせて日常生活を送る。スマートフォンを枕元に

置いて眠ることを習慣にしさえする。警報音（の可能性）

を介して、わたしの耳や眠りは太平洋岸の海底の観測網

につながっている。情報が突然届けられるというよりは、

じぶんの感覚器官が海底にまで拡張されているのだ。こ

れは、目が不自由なひとにとって杖が知覚の対象ではな

く知覚がその先端から始まる身体の延長となること（メ

ルロ＝ポンティ 1967）と似ている。ただし杖は自然の存

在から切り出されて人の手に渡され、身体に包み込まれ

る一個の道具にすぎないが、スマートフォンと緊急地震

速報では複合的な技術ネットワークと身体が相互を組み

込み合っている。 
さらにまた、感覚器官は、そこにすでに有るものだけ

でなく、そこで何かが生じる・現れることの可能性も合

わせて捉えている。駅のホームに視線をすべらせるとき、

線路というモノを見出すと同時に、電車のきぃきぃとい

うブレーキ音がそこに滑り込んでくる可能性をすでに

「聞いて」いる。緊急地震速報も同様に、知覚や予測の

全く外部から突然現れる出来事としてではなく、制御可

能ではないにしても可能性という仕方でつねにすでに確

かめているものとして「それ」を待つことを可能にする。

意識は眠りに落ちていても拡張された感覚器官は目覚め

ている。わたしたちはスマートフォンを枕元に置くこと

で、バークリーの神の代わりに世界を存在させ続けるの

だ。 
そうして、日常生活が突然つき崩されることに数秒間

先んじることを日常に組み込んでいる。主体が成立する

一歩手前の、器官や身体や世界が分化していない基底的

な「身構え」がすでに緊急地震速報を取り込んでいる。

それは表向きは「安全」のためとされているけれども、

実のところそうした日常や時間の流れ方（中断の可能性

を含んだ流れ方）そのものが、わたしの新たな生活ある

いは主体のかたちなのである。それはわたしの視覚や聴

覚の能力や、反射的な行動を可能にする四肢の能力とも

統合されている。 
 生活者はこうした浸透に対して調節を試みることがで

きるが、選択の余地は少ない。緊急地震速報は食器棚に

入れたり飽きて捨てたりできるモノのように提示される

のではなく、つねに最新のものを取り込み・取り込まれ

ながら発達してゆく技術ネットワークの一部分として現

れている。生活スタイルや身体の所作は、その発達の過

程に絡め取られてゆく。 
（３）減災システム社会の諸領域 
以上、具体的な事例として緊急地震速報の分析を試み

た。これを参考として、ここからは減災システム社会の

一般的な構造を検討する。なお、本節と次節で挙げる 9
つの次元と 3 つの動態上の特徴は観察によって直観的に

導出したものである。したがって（社会）科学的に十全

で明晰なものではなく、今後の議論の手がかりとして暫

定的に意味を持つにすぎない 5)。 
減災システム社会はどのような次元において機能して

いるか。減災・防災の技術や取り組みが明瞭に現れてく

る社会的な働きの領域として、以下の 9 つを挙げる。 
情報 減災システム社会では自然現象や災害下の人間の

挙動や復旧復興の状況がしばしば情報化され、流通・処

理・集約・保存・解析・可視化・公開される。緊急地震

速報のようにさまざまな技術が接続し連動できるのも、

情報という次元でそれらがお互いの働きを協調させるか

らである。他方で、情報化されない現象や、情報を受信

しないエージェントは減災システム社会から不可視化さ

れる。 
訓練 技術と技術、装置と装置は情報によってつながる

が、技術・装置と生活は必ずしも情報によって接合され

ない。生活者である人間の行動を災害情報や緊急時の状

況に即して適切なものとするのが訓練である。訓練は学

校や職場や地域での人々の統率された行動を前提として

おり、またマニュアルや避難施設や専用のアプリといっ

たインフラもその前提となる。 
科学 科学者は災害に関する諸現象を科学という一定の

手続きのもとで解釈し、その成果は減災システム社会の

個々の技術や取り組みの開発の方向を定める際に参照さ

れる。また、科学と技術は一体化し、さまざまな装置と

して現実化して人々の生活に接し、また自然現象の観測

の解像度を向上させる。 
制度 防災や災害救助や被災者支援に関する法律、行政

上の諸規則、それを根拠とする予算措置や研究開発への

投資が、減災システム社会の具体的な機能の多くを裏付

ける。いったん成立した制度は人々や組織の所作を固定

して予測しうるものに規格化し、別の制度と連接できる

ようになる。 
環境 減災システム社会はわたしたちの周囲に広がる事

物を改造してゆく。その範囲は、防潮堤や津波避難タワ

ーといった街並み全体を更新し風景を変えるものから、

避難場所・避難所を示す案内板のように街並みに半ば溶

け込んでいるもの、さらに私生活の領域では家具の転倒

防止用の「つっかえ棒」や、家具の配置変えといったと

ころにまで及ぶ。変容した環境は平時と緊急時の人間の

行動をそれに沿わせる。 
専門性 減災システム社会における取り組みの多くは、

人々の知識や技能の勾配を前提とする。あるいは「防災

士」や「災害マネジメント総括支援員」のような資格を

制度化することで、そうした勾配を改めて作り出し、固

定する。それにより、減災システム社会の内部で生きる

人間は何らかの専門性を持つ「プロ」と、知識や技能を

持たず、しばしば非合理的に行動する「素人≒一般市民」

に大別される。また、専門性は分業を進める。 
言説 減災にかかわる取り組みや制度は、それについて

の言語活動とそのための場所・媒体を不断に生産する。

それは研究者による論文や行政官による報告書といった

フォーマルな形態をもつこともあれば、地域の避難訓練

についての井戸端会議といったインフォーマルな形態を

とることもある。また、減災システム社会は災害や自然

現象にかかわる言説を防災・減災の方向に誘導してゆく。 

生活 災害が人間を襲うとき、常に、人間はなんらかの

日常的状況にいる。それは冬の夜明け前の自宅であった

り、昼下がりの学校や職場であったりする。そのために

減災の具体的な取り組みや技術はしばしば家庭や学校や

通勤といった生活場面を起点とする（教室でのシェイク

アウト訓練、帰宅困難者対策、家具の転倒防止など）、も

しくは生活場面を到達点とする（テレビやスマートフォ

ンに現れる緊急地震速報など）。 

共同性 減災の取り組みは人間同士を関わり合わせる。

それは既存の共同体（職場、地縁、血縁など）を強化す

る方向に働くこともあるし、新しい共同体を創り出すこ

ともある。 

緊急地震速報を再び例に用いると、観測網のデータを

住民に届けるという点では「情報」を扱うものであり、

その過程は「科学」に支えられており、また巨大な観測

網は気象庁や国家事業という「制度」によって維持され、

警報音は「生活」の中に入り込むことで機能し、学校や

地域での「訓練」には「専門性」を持った研究者や防災

士が登場し、避難がうまくいくように市街地や住居の「環

境」を改良する。そうした取り組みは地域や職場でのや

りとりといった「共同性」を前提とし、また“速報のア

ラーム音は以前の震災のことを思い出させる”といった

「言説」を生む。 
（４）減災システム社会の動態 
では、減災システム社会はこれらの領域にまたがりつ

つ、どのような特徴をもって機能しているだろうか。そ

の性格を観察して大別すると、「有機性」「改良サイクル」

「無中心性」が挙げられる。 
a）有機性 

 ここまで繰り返し言及してきたように、減災システム

社会はさまざまな技術や実践が複数の社会的領域にまた

がりつつ意味を持って接続することで成立している。こ

の特徴を有機性と呼ぶこととする。有機性をさらに細分

すると、第一にそれは同じ次元の要素が関わり合う点で

連携的である。すなわち、組織と組織、人と人、組織と

人とが関係付けられ、装置と装置が協調して作動し、あ

る研究分野と別の研究分野が学際的に関わりあい、ある

法律と別の法律が依存・補完しあって効力を発する。そ

れだけでなく、異なる次元の要素が関わり合う点で多元

的でもある。装置と人間、技術と法律、地域共同体と専

門家というように、元来は別々の次元で設計され維持さ

れている諸要素が、減災という目的のもとで柔軟に接合

し有効に働くようになる。 
減災に関する具体的なことがら―耐震化、災害時ケ

アプラン、避難所運営マニュアルなど―はいずれも、

これら諸領域のほぼ全てにまたがってゆく。ところがそ

のまたがり方を比較しても、緊急地震速報とゲリラ豪雨

の直前予報のように相似形の技術を別として、一定の法

則性は見出し難い。蔦や大樹が縦横に絡まりあったジャ

ングルのように、さまざまな技術が複数の領域で融通無

礙に接合し、減災システム社会を成立させている。 
b）技術・身体・行動・改良のサイクル 

 減災システム社会では前節で挙げた諸領域でさまざま

な技術や実践が機能しているが、それらは基本的に人間

の生活と身体を志向している。地震、津波、噴火、豪雨

といった自然現象を直接に「叩き潰す」技術が存在しな

い以上、減災システム社会の諸々の動作はそうした自然

現象から生命を守ることに収斂する。ところで技術が生

命それ自体を掴みだして安全な場所へ保管するといった

ことはできないので、技術が浸透してゆく目標は生活と

身体となる。生活という領域には多様な価値や意味が混

在しているので、情報や訓練を「注ぎ込む」宛先として

は生活よりも身体が好まれる。それもできるだけ合理的

に、誤りなく生命を守るために、身体のできるだけ近く

にまで、あるいは物理的な意味で皮膚の内側へ、あるい

は習慣や規律という仕方で身体の「内部」へ浸透する。 
 個々人の身体にまでつながった減災システム社会は普

段は目立たない。行政の危機管理部署に務めるひとや研

究者や実践家を除けば、日常生活において災害や減災の

ことが意識に昇ることはまれである。しかし発災と同時
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にネットワーク全体が起動する。減災システム社会全体

が「平常時には潜在しており、災害時だけ顕在化する…

緊急社会システム」（廣井 1991）としての性格を持つ。 
 顕在化した減災システム社会は、人間の行動と、それ

を支える周辺的な機能に焦点を定める。たとえば津波や

洪水からの適切な避難行動や、避難所での振る舞いであ

り、それらを誘導・支援する避難メッセージや避難所へ

の物資配送である。そうした行動と周辺的な機能の良し

悪しによって端的な結果が生じる。すなわち、直接死、

関連死、生存である。 
減災システム社会の自己認識は、これらの行動を始点

から終点への移動として解釈し、また行動の理由を入力

（災害情報と環境の認知）と出力（行動）の函数として

解釈することで科学的なものとなる。さらに、死と生存

（あるいは「防災意識」「リテラシー」の高低）という評

価尺度を導入することで、災害時の行動において顕在化

した減災システム社会の一部分の働きを評価する。すな

わち、生存という結果につながった行動と、その行動を

促進した技術や事前訓練は良きものとして認識され、そ

の反対のものは改善すべきものとして認識される。この

認識に従って、新たな技術や訓練方法や制度が検討され、

前述の諸領域にまたがって社会実装される。実装された

技術は身体を目指す。研究者・実践家・市民はこのサイ

クルの各部分と一体化し、技術の改良に従事する。 
c）無中心性 

 こうして、減災システム社会はPDCA サイクルを続け

る。そのサイクルは災害の発生、基礎技術の改良、そし

て目の前の物事に課題を見つけ出してより良いものに改

良したいという人間の根源的な知的欲求によって駆動し

続ける。だから減災システム社会はつねに良くなり続け

る。 
 けれども減災システム社会はその具体的な道筋や理想

とするすがたを定めない。「科学技術の営みは、独り歩き

し始める傾向、自分に固有の必然的な力学を獲得すると

いう傾向がある。（…）そのために、科学技術による発展

は、前述のように不可逆的であるばかりか、前へ前へと

駆り立てるものともなり、行為者の意志と計画を飛び越

してしまう」（ヨナス 2010）。減災システム社会は生命を

守り被害を減らすという目的は漸進的に達成してゆくが、

その諸段階の社会が取る形状については管制しない。と

りわけ、本稿冒頭で提示した人間生活の諸価値の調停と

いう課題をシステムは考慮しない。減災がより良く進ん

だ社会では、ひとびとの公共性や死生観や宗教観や自然

観はどのように減災の諸技術と調和するのだろうか。こ

の問いに対する答えを思考する器官を減災システム社会

は持たない。だから、そうした調和を全く考慮すること

なくシステムが発達してゆく可能性もあるし、そうでな

い可能性もある。 
改めて強調しておきたい点は、終わりなき改良サイク

ルが人間の身体と生活に浸透しながら進むことである。

身体と生活は諸価値が次々と現れ、折衝し、更新されて

ゆく場である。身体と生活において諸価値は現実化する。

減災システム社会はその場を変えてゆこうとする。 
 
４．考察： 減災システム社会はどこへ行くのか 
人間の諸価値と減災はどのように調和しうるか。ある

いはそうした調和は必要であるのか。減災システム社会

のあるべきすがたについてのこれらの問いは、人間が改

めて思考しなければならない。そこで本章では、冒頭章

で提示した諸価値の葛藤という問いに関して、減災シス

テム社会の行き先を検討する。 
そうした行き先には大きく分けて 2 種類があると考え

る。第一は、諸価値の調停という時間のかかる作業を後

回しにして、まず減災システム社会のPDCA サイクルを

徹底的に回転させることである。身体を含む全ての自然

や地域共同体の在り方を「減災」に合わせて改造してゆ

く。死生観や自然観や宗教観も変化してゆく。そうして、

全員がとにかく生き延びる。これを仮に情報アプローチ

と呼ぶことにする。人間とシステムは限りなく統合され、

人間の存在が情報に近づくことになると考えられるから

である。そうした理想的な減災システム社会では個人の

意識さえ技術ネットワークの要素として組み込まれ、多

数のセンサーを有機的に統合した災害情報ネットワーク

によって町の住民全員が寸分の狂い無く避難することに

なるかもしれない。そのとき情報アプローチは、それが

徹底的に保全しようとするところの〈生命〉とは何であ

るかという問いを開くだろう。 
もうひとつの行き先は、諸価値の調和を生活の次元か

ら探ることである。これを仮に生活アプローチと呼ぶこ

とにする。減災システム社会の全体を分析して一挙にそ

の調和の原理を獲得することは不可能である。そうでは

なく、個別の技術や実践が個人と地域の生活にもたらす

影響や、そこでの諸価値間の摩擦に注意深く気づき、そ

の課題についての調停をそのたびにこころみる。たとえ

ば、緊急地震速報を待つことはわたしの四肢の能力と統

合されていると先に述べた。しかしそうした身体能力を

前提としないひとや、異なる時間の流れ方に生きるひと

や、シグナルを数秒先取りすることで主体性を保持する

という習慣を持たないひとにとって、「速報」は異なる意

味を持つものとして現れるだろう。そうした差異を理解

してゆくことで、「減災」が生活に差し入れる装置やアラ

ーム音や取り決めが、生活者としてのそのひとにとって

持ちうる意味や価値が顕わになるかもしれない。故・黒

田裕子氏は仮設住宅でのボランティアの際に、住民の戸

の開け方、声の張り食器棚や台所やゴミ箱の様子まで見

ることで被災者個々人の状況を理解したという（黒田

2006）。常にそこまで観察し尽くすべきか否かは別として、

生活と身体の側から技術や制度を捉え直すという点では

災害看護や福祉の観方は参考になるはずだ。 
生活のすがたは個人、家庭、地域ごとに異なるので、
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にネットワーク全体が起動する。減災システム社会全体

が「平常時には潜在しており、災害時だけ顕在化する…

緊急社会システム」（廣井 1991）としての性格を持つ。 
 顕在化した減災システム社会は、人間の行動と、それ

を支える周辺的な機能に焦点を定める。たとえば津波や

洪水からの適切な避難行動や、避難所での振る舞いであ

り、それらを誘導・支援する避難メッセージや避難所へ

の物資配送である。そうした行動と周辺的な機能の良し

悪しによって端的な結果が生じる。すなわち、直接死、

関連死、生存である。 
減災システム社会の自己認識は、これらの行動を始点

から終点への移動として解釈し、また行動の理由を入力

（災害情報と環境の認知）と出力（行動）の函数として

解釈することで科学的なものとなる。さらに、死と生存

（あるいは「防災意識」「リテラシー」の高低）という評

価尺度を導入することで、災害時の行動において顕在化

した減災システム社会の一部分の働きを評価する。すな

わち、生存という結果につながった行動と、その行動を

促進した技術や事前訓練は良きものとして認識され、そ

の反対のものは改善すべきものとして認識される。この

認識に従って、新たな技術や訓練方法や制度が検討され、

前述の諸領域にまたがって社会実装される。実装された

技術は身体を目指す。研究者・実践家・市民はこのサイ

クルの各部分と一体化し、技術の改良に従事する。 
c）無中心性 

 こうして、減災システム社会はPDCA サイクルを続け

る。そのサイクルは災害の発生、基礎技術の改良、そし

て目の前の物事に課題を見つけ出してより良いものに改

良したいという人間の根源的な知的欲求によって駆動し

続ける。だから減災システム社会はつねに良くなり続け

る。 
 けれども減災システム社会はその具体的な道筋や理想

とするすがたを定めない。「科学技術の営みは、独り歩き

し始める傾向、自分に固有の必然的な力学を獲得すると

いう傾向がある。（…）そのために、科学技術による発展

は、前述のように不可逆的であるばかりか、前へ前へと

駆り立てるものともなり、行為者の意志と計画を飛び越

してしまう」（ヨナス 2010）。減災システム社会は生命を

守り被害を減らすという目的は漸進的に達成してゆくが、

その諸段階の社会が取る形状については管制しない。と

りわけ、本稿冒頭で提示した人間生活の諸価値の調停と

いう課題をシステムは考慮しない。減災がより良く進ん

だ社会では、ひとびとの公共性や死生観や宗教観や自然

観はどのように減災の諸技術と調和するのだろうか。こ

の問いに対する答えを思考する器官を減災システム社会

は持たない。だから、そうした調和を全く考慮すること

なくシステムが発達してゆく可能性もあるし、そうでな

い可能性もある。 
改めて強調しておきたい点は、終わりなき改良サイク

ルが人間の身体と生活に浸透しながら進むことである。

身体と生活は諸価値が次々と現れ、折衝し、更新されて

ゆく場である。身体と生活において諸価値は現実化する。

減災システム社会はその場を変えてゆこうとする。 
 
４．考察： 減災システム社会はどこへ行くのか 
人間の諸価値と減災はどのように調和しうるか。ある

いはそうした調和は必要であるのか。減災システム社会

のあるべきすがたについてのこれらの問いは、人間が改

めて思考しなければならない。そこで本章では、冒頭章

で提示した諸価値の葛藤という問いに関して、減災シス

テム社会の行き先を検討する。 
そうした行き先には大きく分けて 2 種類があると考え

る。第一は、諸価値の調停という時間のかかる作業を後

回しにして、まず減災システム社会のPDCA サイクルを

徹底的に回転させることである。身体を含む全ての自然

や地域共同体の在り方を「減災」に合わせて改造してゆ

く。死生観や自然観や宗教観も変化してゆく。そうして、

全員がとにかく生き延びる。これを仮に情報アプローチ

と呼ぶことにする。人間とシステムは限りなく統合され、

人間の存在が情報に近づくことになると考えられるから

である。そうした理想的な減災システム社会では個人の

意識さえ技術ネットワークの要素として組み込まれ、多

数のセンサーを有機的に統合した災害情報ネットワーク

によって町の住民全員が寸分の狂い無く避難することに

なるかもしれない。そのとき情報アプローチは、それが

徹底的に保全しようとするところの〈生命〉とは何であ

るかという問いを開くだろう。 
もうひとつの行き先は、諸価値の調和を生活の次元か

ら探ることである。これを仮に生活アプローチと呼ぶこ

とにする。減災システム社会の全体を分析して一挙にそ

の調和の原理を獲得することは不可能である。そうでは

なく、個別の技術や実践が個人と地域の生活にもたらす

影響や、そこでの諸価値間の摩擦に注意深く気づき、そ

の課題についての調停をそのたびにこころみる。たとえ

ば、緊急地震速報を待つことはわたしの四肢の能力と統

合されていると先に述べた。しかしそうした身体能力を

前提としないひとや、異なる時間の流れ方に生きるひと

や、シグナルを数秒先取りすることで主体性を保持する

という習慣を持たないひとにとって、「速報」は異なる意

味を持つものとして現れるだろう。そうした差異を理解

してゆくことで、「減災」が生活に差し入れる装置やアラ

ーム音や取り決めが、生活者としてのそのひとにとって

持ちうる意味や価値が顕わになるかもしれない。故・黒

田裕子氏は仮設住宅でのボランティアの際に、住民の戸

の開け方、声の張り食器棚や台所やゴミ箱の様子まで見

ることで被災者個々人の状況を理解したという（黒田

2006）。常にそこまで観察し尽くすべきか否かは別として、

生活と身体の側から技術や制度を捉え直すという点では

災害看護や福祉の観方は参考になるはずだ。 
生活のすがたは個人、家庭、地域ごとに異なるので、

生活アプローチの方法や結果はそれぞれに異なる。だか

ら、全ての事例を裁定する倫理規則を作ろうとするので

はなく、個別の「判例」を社会と地域の経験値として積

み重ねてゆくほかない。それは面倒なことだけれど、そ

もそも死生観、自然観、災害観、宗教性、公共性といっ

た価値はいずれもそうした積み重ねによって醸成されて

きたものである。「減災」がそのなかにほんとうに息づく

ためには、先行する諸価値と同様のプロセスをたどる必

要がある。 
2 つのアプローチの違いは、システムにおける人間の

有り方の違いである。情報アプローチにおいては、人間

は減災システム社会が適切に動かそうとする対象である。

人間はある点からある点へ移動し、ある健康状態から次

の状態へ推移する質点となる。生活アプローチにおいて

は、人間は生活の主体であり、存在と思考によって自ら

システムにフィードバックを与える。 
ただし、そもそも人間が減災システム社会全体の

PDCA サイクルに介入できるのかは不明である。改良の

サイクルの動因は本質的なもので、表面的な工夫によっ

て左右されない。ひとびとは漠然とした不安や不気味さ

を感じるだけで、サイクル自体は止められないかもしれ

ない。すると 2 つのアプローチの選択ができるわけでは

ないということになる。 
選択がどの程度可能であるかは本稿の課題から外れる。

いずれの行き先も悪しきものではない。選択が可能であ

るとの仮定に立って、2 つのアプローチの選択に関する

論点を述べる。 
生活アプローチと情報アプローチの岐路は、災害に対

して人間がいかに有ることができるかという問いに帰着

する。人間は生命とその亡失という仕方で災害に直面す

ると同時に、多様な諸価値の混在という仕方でも存在す

る。そうした諸価値はただ並立しているのではなく、人

間はむしろさまざまな価値や関係のあいだで引き裂かれ

ながらかろうじて生活している。矢守（2019）が紹介す

る「来たらば共に死んでやる」という表現には、どこか

投げやりなかんじと、「足萎え」た母のからだをそっとつ

つむような、いとおしさに近いような感覚が混在してい

る。それらの感覚の狭間に、本当にそのように死ぬこと

ができるのか、死ぬほかないではないか、死にたくはな

い、ひとりにさせたくない、実はみな助かるのではない

か、いや自分だけ生き延びてしまうのでは……というゆ

らぎを聞き取ることもゆるされるだろう。そして現実に

災害が襲ったとき、諸価値間での引き裂かれは生者と死

者の引き裂かれとして現実化する。引き裂かれているこ

とは、死者をつなぎとめておくことでもある。そして生

存と復興の創造性もまた、この引き裂かれて有ることを

源泉とする。情報アプローチは災害過程を全て必然の相

のもとで解釈する。しかし死者を社会から切り離さず、

生存に創造性を取り戻すためには、偶然の相のもとで災

害過程を解釈する余地が残されていなければならない。

そこで減災システム社会の行き先の問題は、自然・必然・

偶然の関係性についての問いとなる。 
 
補注 
1) たとえば上述の復興住宅では、大阪北部地震の直後に住民

同士が協力して室内の家具の配置を可能な範囲で変えると

いったことがあった。 
2) 気象庁の調査では緊急地震速報の一般の認知度は 90％を超

える（気象庁2019）。 
3) 気象庁ウェブサイト 

（ http://www.data.jma.go.jp/svd/eew/data/nc/shikumi/shikumi.ht
ml）より。 

4) この箇所は、都市災害を準備する都市の様相変化を相転移

になぞらえる河田恵昭氏のアイデアに着想を得た。 
5) 「自明な言葉がほとんど得られていない領域では、そうし

た言葉をさがすことが義務となる」（ヨナス2010）。 
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ABSTRACT 
 

Disaster mitigation practices and researchs can create friction on the various values and meanings that make up 
life. For example, elderly persons refuse to participate in evacuation drills, saying, "If a disaster strikes, I'll die." If the 
view of life and death, the view of nature, publicness, religion, and “disaster mitigation” are not arbitrated, it will 
prevent realization of the disaster reduction in society and life. It is necessary to comprehend the relationship 
between disaster mitigation and society down to the dimensions of life and body. Therefore, this paper names the 
society that various technologies related to disaster mitigation are organically connected, and that develops by itself 
while influencing the lives and attitudes of people living there as "Disaster Mitigation System-Society", and draws 
its structure. First, this paper takes the Earthquake Early Warning as a good example of technology in the Disaster 
Mitigation System- Society and analyzes how organically connected technology networks permeate life and body. 
Next, we describe the general structure of the Disaster Mitigation System-Society and point out that the PDCA cycle 
of technology, body, behavior, and improvement continues without headguarters. Finally, as the direction of the 
development of the Disaster Mitigation System-Society, the paper presents the "information approach" that 
thoroughly evolves the Disaster Mitigation System-Society itself and the "life approach" that tries to harmonize 
various values by carefully reading the meaning in life. 
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